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本研究は脆性破壊の第一段階に相当する延性き裂に着目し，延性き裂発生のメカニズムを解析的に検討する．延

性き裂は大ひずみ領域で起こるため，この領域における断面欠損による耐力低下などの問題が生じる．そこで，本

研究ではこの断面欠損を反映できるGurson’s Micro-Voidモデルを適用し，また降伏棚のあるひずみ硬化則とべき乗
硬化則を組み合わせた構成則を用いて解析を行った．そして，得られた解析結果と既往の実験データを比較し，延

性き裂発生の判定条件を定めた．さらに，パラメトリック解析を行い，この判定条件により延性き裂発生条件式を

提案した．また，延性き裂が生じる時の局所ひずみと全体ひずみの相関を示し，ファイバーモデルを用いる耐震解

析（Pushover解析）でも扱える延性き裂発生の限界ひずみを算出した． 
 

Key Words：ductile crack initiation condition, structural steel, brittle fracture, micro-void model, local strain. 

 
１． 緒言 
 

1995 年１月に発生した兵庫県南部地震により被害を受
けた鋼製橋脚の一部には，隅角部や基部等のひずみ集中部

で，極低サイクル疲労により生じたと思われる脆性き裂が

発見された 1)-4)（図－1）．このような損傷は国内では過去

に例がなく，現在の設計指針においては，これに関する明

確な規定がない．しかし，同地震を契機に耐震設計上，脆

性破壊に関する照査も考慮する必要があることを認識さ

せられた． 
日本の土木鋼構造物は比較的薄肉断面である場合が多

い．そのため，土木分野で行われてきた耐震性能に関する

研究は主に薄肉構造の局部座屈に対するものが多く，脆性 
 
 
 
 
 
 
 

図－1 脆性き裂発生例 

破壊に対してはそれほど多くないのが現状である 4)．しか

も，そのなかで設計法・照査法の開発を目的としたものが

なく，脆性破壊の防止に着目して材料面から破壊靭性の高

い鋼材の開発，き裂発生の再現およびひずみ集中を分散さ

せる構造形式の提案がほとんどである．例えば，鋼材レベ

ルにおいては，西村ら 5)が，各種構造用鋼材に対し，丸棒

を用いた低サイクル疲労試験を行い，Manson-Coffin 則の
成立を確認し，Manson-Coffin 則における各種係数を提案
している．比較的最近の研究では，休場ら 6)が，構成則の

確立を目指し，SM490Bと SM570Qに対し丸棒を用いた
低サイクル疲労試験を行い，鋼材によって低サイクル疲労

特性に違いが存在することを明らかにしている．また，大

倉ら 7)は，繰り返し載荷による破壊靭性低下に着目した研

究を行い，シャルピーの吸収エネルギーと繰り返し塑性ひ

ずみの相互関係を調べている．一方，構造物の隅角部や基

部を対象にした研究では，坂野ら 8)-12)，三木ら 13)，14)が鋼製

橋脚の隅角部および基部をモデル化した模型試験体を用

いた極低サイクル疲労実験を行い，脆性き裂の発生を再現

している．特に，隅角部，基部ともにき裂発生位置の局部

的な塑性ひずみ範囲とき裂発生寿命の関係に対しては

Manson-Coffin 則が適用できることが明らかにされている
12）．その一方，ひずみ集中を分散させる構造形式の提案に

関する研究もある 15)．最近になって，低サイクル疲労のメ

カニズムを解明するために画像処理による試験システム
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が開発されている 16)． 
構造物に過大な繰返し荷重が作用すると，隅角部や基部

といった形状的不連続部にひずみが集中する．このひずみ

が増大し，材料の持つ延性限界を超えることで延性き裂が

発生する．さらなる繰返し荷重を与えると延性き裂から，

脆性き裂へと転化する．そして最終的に脆性破壊に至る．

本研究では，き裂が不安定成長する前の安定成長の段階を

限界状態として設定する，すなわち脆性破壊の元となる比

較的小さいき裂に対してその発生を防止するというのが

設計上の基本的な考え方 17)であることから，脆性破壊の第

一段階としての延性き裂発生に着目する． 
延性き裂発生条件式の提案は建築分野において過去に

いくつか行われている．例えば，桑村ら 18)-21)は，延性き裂

発生について一連の研究を行っており，実験と数値解析を

併用して鋼材内部の応力，ひずみ性状を明らかにし，延性

き裂発生条件式を提案している．同様に小野ら 22)も，切欠

きを持つ丸棒による引張試験とその解析を行い，延性き裂

発生条件式を提案している．しかし，いずれも大ひずみ領

域で材料の断面欠損を考えない理想的な鋼材モデルで解

析を行っており，延性き裂発生条件式が相当塑性ひずみで

表されているため，耐震設計へ簡易に応用できる形にはな

っていない． 
一方，鋼構造物の延性き裂が発生するまでの全領域の挙

動を解析的に予測する手法として，ボイドの成長を考慮し

た損傷理論に基づくFEM解析が試みられている 23)．ボイ

ドの成長を考慮することで大ひずみ領域での荷重低下な

どより現実に近い材料特性で解析を行うことができる．し

かし，き裂の発生を定量的に評価するまでに至っていない． 
 そこで，本研究では文献 23)と同様に，大ひずみ領域で
の断面欠損を表現するためにボイドの成長を考慮した解

析を行う．これにより，延性き裂発生条件式も精度のよい

ものが提案できると考えられる．具体的には，このボイド

の成長を考慮した解析を行い，その結果と小野ら 22)の行っ

た実験データを比較することで延性き裂の発生を判定す

る基準を定める．そして，パラメトリック解析を行い，判

定基準にしたがって延性き裂発生条件式を導く．さらに，

切欠きから離れた点での軸ひずみをグローバルひずみと

して考え，それと相当塑性ひずみとの相関関係を見出すこ

とで延性き裂発生時のグローバルひずみの限界値を求め

ている． 
 
 

 

２． 解析概要 

 
2.1 応力3軸度，相当塑性ひずみ 

 既往の研究より，応力 3 軸度と相当塑性ひずみが延性
き裂発生予測に有効なパラメータであることがわかって

いる 18)-22)．そこで，本研究においても応力 3軸度と相当
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図－2 解析モデル（軸対称要素） 

 
塑性ひずみを用い延性き裂発生条件式の提案を試みる．

ここで，応力3軸度τ は多軸拘束の程度を表す指標とし 
て式(1)で与えられる．  

  h

eq

σ
τ

σ
=    (1) 

ここで， hσ  は静水圧で，次式のようである． 

    1 2 3
1 (
3h )σ σ σ σ= + +       (2) 

eqσ はMisesの相当応力で，式(3)で表される． 

 2 2
1 2 2 3 3 1

1 [( ) ( ) ( ) ]
2eqσ σ σ σ σ σ σ= − + − + − 2   (3) 

ここで， 1σ ， 2σ ， 3σ はそれぞれ第 1，2，3主応力であ
る．また，相当塑性ひずみは式(4)によって定義される． 

2 2 2
1 2 2 3 1 3

2 [( ) ( ) ( ) ]
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ε ε
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=
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∫

∫
                        (4) 
ここで，d 1

pε ，d 2
pε ，d 3

pε は主塑性ひずみの増分である． 
 

2.2 解析モデル 

地震動により鋼構造物に延性き裂が発生する場合，その

発生位置は隅角部や基部などのひずみ集中部である．しか

し，この部分を対象に延性き裂発生状況を解析的に追求す

ることは難しい．そこで，円周上に切欠きを設けた丸棒の

鋼材（以下，丸棒と呼ぶ）を対象に，延性き裂発生段階の

メカニズムを解析的に究明する．これは，単調引張載荷に

より切欠き底から延性き裂が生じる形状であり，鋼構造物

に見られる全塑性状態での鋼材のき裂発生を再現できる

ように考慮されたものである 19)． 
解析は対称性を考慮し，1/2モデル化を行った（図-2参
照）．使用した解析ソフトは汎用プログラム ABAQUS24)

である．解析に使用した要素は8個の節点からなる軸対称
要素CAX8Rである．解析はモデルの上端部で，部材軸方



向（Y方向）の一様な強制変位を漸増させて行った．なお，
大ひずみ領域を扱うので幾何学非線形性を考慮した． 

表－1 各種パラメータ 

鋼種 SS400 , SM490 , SM570 
切欠き深さ(d) 1.0mm , 2.0mm 

切欠き半径(R)
0.25mm , 0.5mm , 1.0mm , 2.0mm , 
2.5mm , 3.0mm , 5.0mm , 10.0mm 

 
表－2 構成則パラメータ 

鋼種 ζ E/Est εst/εy εu n 

SS400 0.06 40 10 19.8% 0.106

SM490 0.06 30 7 18.9% 0.131

SM570 0.02 100 3 16.5% 0.116
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式（5）

式（6） 

鋼材はSS400，SM490，SM570の3種類とし，切欠きの
形状は，半径Rを 0.25~10.0mmまでの 8種類，深さ dを
各半径についてそれぞれ d =1.0，2.0mmの 2種類，計 48
ケースを考えた（表－1）． 
鋼構造物の耐震解析においては，降伏棚のあるひずみ硬

化型応力－ひずみ関係がよく用いられている 25)．ひずみ硬

化領域の応力－ひずみ関係は次式で表される． 

   
( )1 1 1⎟ + st

y

y stst

y

E
e

E

εεξ
ε εσ

σ ξ

− −⎛ ⎞
⎜= −
⎜ ⎟
⎝ ⎠

ε ε≤     (5) 

ここで， yσ は降伏応力， yε 降伏ひずみ，E はヤング率，

stε はひずみ硬化開始時のひずみである．また，ひずみ硬
化係数 Estなどの材料定数は表－2 に示す．このような応

力－ひずみ関係は，通常の引張試験の結果をもとに 20%
程度までの範囲内においてその結果とよく一致するよう

に考慮されているが，延性き裂破壊が生じる様な大ひずみ

領域になると，応力を的確に評価できない可能性がある．

実際の現象では，極限ひずみ付近から荷重の増加がほとん

ど見られない 19)． 一方，大ひずみ領域における構成則は
次のようなべき乗硬化則で表されたものが提案されてい

る 26)． 

式（5）

σ

▲ 

 
図－3 Hybrid構成則（SM490の場合）   

n

y
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⎝ ⎠
     （6） 

ここで，nは大ひずみ硬化パラメータである．なお，応力
とひずみはいずれも真応力，真ひずみである．しかし，こ

の構成則は，降伏棚という材料特性を表現できない．その

ため，本研究では，降伏棚のあるひずみ硬化型構成則とべ

き乗硬化則の2つを組み合わせたHybrid構成則を用いる． 
 具体的には，図-3のように，極限ひずみ εu前までが降

伏棚のあるひずみ硬化型から得られた真応力－真ひずみ

関係を用いる．極限ひずみεu後からはべき乗硬化則から得

られた真応力－真ひずみ関係を用いる．この極限ひずみεu

の値は桑村ら 19)によって行われた材料試験の結果を用い，

表－2に式(5)での材料パラメータとともに示す．また，式
(6)での大ひずみ硬化パラメータ n は，式(5)において極限
ひずみ εuに達したときの極限応力σuを求め，それら（つ

まりσu，εu）を式(6)に代入して求める．その結果，鋼材
SS400，SM490および SM570の大ひずみ硬化パラメータ
はそれぞれ0.106，0.131および0.116となり，表-2にもま
とめて示している．図－3に示されるように，降伏棚のあ

るひずみ硬化型の構成則（点線）のみを使うと，極限ひず

み後，大ひずみ領域において真応力の増加が過度に大きく

なってしまうが，べき乗硬化則（実線）の場合は荷重低下

を表現できる． 

 
2.3 ボイド成長の現象 

ボイドとは，き裂の発生過程の第一段階において部材に

生じる微小な孔のことである．ボイドは，き裂発生が予想

される場所からわずかに離れた断面内部に見られること

が桑村ら 19）の実験によって明らかにされている．図－4

にボイドの成長過程を示す．図の左から順に，1）引張り
の力を受け，ひずみが集中した部材の内部にボイドが形成

される；2）徐々にボイドが成長し，大きくなる；3）近隣
のボイドと結合する；4）ボイドが合体し，き裂となる．
すなわち，結合したボイドが表面に顕在化することで延性

き裂となる． 
本研究では，ボイドを評価するために修正Gursonモデ
ル 27)を用いた．詳細は文献に譲るが，降伏関数は 

 ( )
2

2 2
1 2 1

32 cosh 1
2

eq h

y y

q f q q f
σ σ
σ σ

⎛ ⎞ ⎛ ⎞
0+ − − +⎜ ⎟ ⎜ ⎟⎜ ⎟ ⎜ ⎟

⎝ ⎠ ⎝ ⎠
=   (7) 

で与えられる．式中の q1と q2は材料パラメータである．

文献 28)によれば，q1=1.5，q2=1.0 とすることで実験値と
のよい対応が得られると報告されていることから，本研

究でもq1=1.5，q2=1.0を用いることとする． 
解析において，次式のように，一つの要素の体積に対す
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るボイドの体積をボイドの体積分率 fと定義する． 

    
Voidf =

単位体積中の の体積

単位体積
    （8） 

0f = の時は，材料が完全に稠密な状態を示し，式(7)が
Mises の降伏条件と等しくなることがわかる．また，

1.0f = は，材料が完全にボイドだけとなって応力を伝え

る能力を持たないことを示す． が増大すると材料強度

が低下していくことを意味する． 
f

ボイドの体積分率 はひずみによって決定される．つ

まり，ひずみが大きくなるにしたがって，ボイドの形成，

成長が促される． のひずみによる計算は以下のように

なっている．体積分率 の微小増分 はボイドの形成を

表す項 とその成長を表す項

f

f
f df

nucleationdf growth

 
df からなる． 

growthnucleation dfdfdf +=   (9) 

    (10) p
eqnucleatoin Addf ε=

  (11) ))(1( 332211
ppp

growth dddfdf εεε ++−=

ここで， 11 22 33, ,p pd d d pε ε ε は主塑性ひずみの増分である．
なお，式(10)におけるパラメータAは次式から求まる． 
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N

t ss
f

EE
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Etは接線係数，fNは発生したボイドの体積分率であり，平
均値εN，標準偏差SNの正規分布で表されている．これは，

既往の実験結果より，ひずみ量とボイドの成長を統計的

に示したものである．また，ボイドは圧縮状態では生じ

ず，引張状態のみで発生する．なお，Tvergaardの実験結
果によれば，鋼材はボイドの体積分率 が限界値

=0.15 となった時，き裂が生じるとしている 29)．他の

パラメータについては，fN =0.04，εN=0.30，SN=0.1 であ
る 27），28）．この解析において，最初のボイド体積分率 は

0と仮定している． 

f

cf

f

本解析では，以上のようにして，体積分率 を定義す

ることによりボイドの生成から進展を考慮している．こ

のひずみの関数である を式(7)に代入することで，応力
が定まる． 
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図－4 ボイドの成長過程 

(a) R=0.25mm 

(b) R=1.0mm 

 

 

3. 解析結果および考察 

 
前節で述べたように，部材が引張りを受けることで，ボ

イドが形成，成長する．本節では，まず，延性き裂発生条

件式の指標となる応力 3 軸度と相当塑性ひずみにボイド
がどのような影響を与えるかについて調べるとともに，引

張りを受けることにより，ボイドがどのように成長してい

るのかを解析的に明らかにする． (c) R=2.0mm 

0.2 0.4 0.6 0.8
τ
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0.5

1

1.5

εp eq

 Voidの成長を無視
 Voidの成長を考慮

 図－5 ボイドの影響 
3.1 ボイド成長の考慮の有無による影響 

延性き裂発生条件式の指標となる応力 3 軸度と相当塑
性ひずみにボイドがどのような影響を与えるかを図－5に

示す．これは，ボイドの成長が最も早い要素で比較してい

る．ここでは，ボイドの影響による傾向をわかりやすく 



 

（a）SS400          （b）SM490             （c）SM570 

図－6 鋼種による影響 
 

 

（a）d=1.0mm                    （b）d=2.0mm  

図－7 切欠き深さの及ぼす影響  

 

（a）R=0.25            （b）R=2.0          （c）R=3.0 

図－8 切欠き形状による影響 
 

するために，切欠き半径0.25mm，1.0mmおよび2.0mmの
3ケースを示す．図－5を見ると，切欠き半径が鋭いケー
スではボイドを考慮することで応力 3軸度が小さくなる．
しかし，切欠き半径が大きくなるにつれ，その関係は除々

に逆転する．切欠き半径 2.0mmにおいては完全にボイド
を考慮したモデルの応力3軸度が大きくなっている．この
ことより，既往の研究ではボイドの成長による断面欠損が

考えられていないが，延性き裂の発生をより精度良く予測

するには切欠きだけでなく材料の劣化も考慮する必要が

あると言える． 
 

3.2 ボイドの成長に及ぼす鋼材と欠陥サイズの影響 
a) 鋼材による影響 

鋼材の違いによってボイドの成長がどのように異なる

のかを図－6以降に示す．図－6以降は，分かり易くなる

よう図－2に示す切欠き部周辺を拡大して示している． 

図－6は，切欠き半径R=0.25mmのモデルであり，ボイ
ド体積分率の最大値が 15%を越えたときのボイド分布で
ある．図のグレーの場所が15%を越えたところであり，赤
の場所が丁度 15%にあたる．これを見ると，SS400 と
SM490 については，最小断面に沿った切欠き底表面で最
も早くボイド体積分率15%を越えていることがわかる．つ
まり，切欠き底表面の最深部にひずみが集中し，ボイドが

成長する．また，切欠き底表面の若干上でもボイドの成長

が著しい場所が見られる．この点での成長は，SM490 よ
りもSS400の方が大きかった．これは，部材の降伏点の違
いが原因だと考えられる．SM570の場合，SS400，SM490
のように最深部よりも若干上でボイド体積分率 15%を越
え，切欠き底表面最深部よりもボイドの成長が大きくなっ

ている．また，全体的なボイド分布は，鋼材にかかわらず

切欠き底表面最深部を中心とし，放射状に広がっているこ

とがわかる． 
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d=1.0

 
（b） SM490 

図－9 平均ひずみ－ボイド体積分率の関係 

b) 切欠き深さによる影響 

図－7 は切欠き半径 R=0.25mm で，(a)は切欠き深さ
d=1.0mm，(b)はd =2.0mmのケースである．また，鋼種は
どちらとも SM490である．この図には，ボイド体積分率
の最大値が 15%を越えたときのボイド分布が示されてい
る．切欠き半径が同じでも，切欠きの深さによってボイド

が最も成長する場所が違うことがわかる．また，切欠き深

さによって平均ひずみ nε  (=ΔL/L , ΔLは棒の伸び，Lは
棒の長さ)とボイドの成長の関係に差が生じている．d =1.0
のモデルの方がボイド体積分率 15%に達するまでの全体
ひずみが大きく，d =1.0mmではおよそ10.3%，d =2.0mm
ではおよそ 4.7%であった．これは，切欠き深さ dが大き
いほど切欠き底表面にひずみが集中し，三軸応力拘束が高

くなったためだと考えられる． 
c) 切欠き形状の影響 

図－8はSM490の切欠き深さd =1.0mmで，(a)は切欠き
半径R=0.25mm，(b)はR=2.0mm，(c)はR=3.0mmのもので
ある．図－6同様，ボイド体積分率の最大値が15%を越え
たときのボイド分布が示されている．これによると，切欠

き半径R=0.25mmにおいては，切欠き部周辺でのみボイド
が成長していることがわかる．それに対し，切欠き半径

R=2.0mm，3.0mm のものでは，局所的にボイドが成長す
るのではなく，最小断面（欠陥部）から棒の軸方向に沿っ

て段階的にボイドが分布しているのがわかる．また，切欠

き半径R=2.0mmでは，僅かながら最小断面の中心部から
もボイドの成長が見られる．切欠き半径R=0.25mmに比べ
R=2.0mm では，ボイドの最大成長点が若干切欠きの内部
側になっている．切欠き半径Rが 0.25mmから 2.0mmま
でのボイド成長箇所を比較してみると，切欠きが鈍くなる

即ち，Rが大きくなるにしたがい，ボイドの最大成長点が
徐々に内側になる傾向が見られた．切欠き半径 R=3.0mm
については最小断面の中心部で最も大きなボイドの成長

が見られている． 
ボイドの分布過程において切欠き半径R=0.25mmでは，
切欠き底の最深部からボイドが成長していき，そこを中心

とし局所的ではあるが放射状に広がっていく．切欠き半径

R=2.0mm も同様に，切欠き底から広がっていくのだが，
ボイドの広がりが広範囲に行き渡る．そして，断面の中心

部からも更なるボイドが成長し始めた．切欠き半径

R=3.0mmにおいては，切欠き半径R=2.0mm同様切欠き底
表面あたりからボイドが形成され，そこを中心に放射状に

一気に広がっていくのだが，ある程度広がると最小断面内

の中心部から突然ボイドが急成長し，切欠き底表面でのボ

イドの成長はほとんどなくなった．これらは桑村ら 18)の実

験結果で見られたように，切欠き半径の鋭いものと鈍いも

のでき裂底表面型とき裂内部型に分けられ，本解析でも同

様の結果が得られ，実験結果を再現できたと考えられる．

このことから，ボイドの概念はき裂の発生場所を表すこと

にも有効な手段と言える．なお，切欠き周辺部の要素変形

を見てもわかるように，切欠き半径R=3.0mmはR=0.25mm
のものに比べ，くびれの程度が小さく，ボイド体積分率

15%に達するのに必要な全体ひずみが大きい．切欠き半径
R=3.0mmがボイド体積分率 15%に達する全体ひずみは約
19.2%，切欠き半径 R=0.25mmでは 11.9%であった．これ
は切欠き半径が鈍いほど，ひずみ集中を分散させることが

でき，切欠き半径が鋭いほど，ひずみが局所的に集中しボ

イドの成長を促進させていると考えられる． 
以上のことより，切欠きの深さや形状で切欠きに鋭さを

増すとより厳しいひずみ集中が生じることがわかった．そ

の結果，切欠きの鋭さが大きい構造では延性き裂が発生す

るまでの変形能が小さいことが言える．また，ボイドの成

長を追うことで，き裂が切欠き底表面から生じるか，最小

断面の中心部から生じるかを特定することができると考

えられる． 
 

3.3 延性き裂発生の判定条件 

延性き裂発生条件式を提案するには，き裂の発生を定義

する必要がある．そこで，小野ら 22)の行った実験を参考に

し，ボイドの体積分率 が何%でき裂が発生しているかを
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図－10 き裂底表面型とき裂内部型の境界 
 

確認することにより破壊点を定める．なお，小野らが実験

で扱った供試体と本解析モデルの寸法は同じものである． 
小野らの実験では切欠きの底表面からき裂発生が確認

できたものだけを扱っている．そのため，本研究において

も，き裂底表面型のものについて検証する．き裂底表面型

で，小野らの実験と本解析を比較・検討することでき裂が

生じると思われるボイド体積分率の値を定める．そして，

その値を延性き裂発生の破壊点とし，それをき裂内部型に

も適用することで，き裂底表面型とき裂内部型の両方で扱

うことができる延性き裂発生条件式の提案を試みる． 
図－9は，切欠き半径R=2.0mm以下のケースにおける，
平均ひずみ nε －ボイド体積分率 fの関係を示すものであ
る．ここで，横軸の nε は前節で述べた平均ひずみである．
この図はボイド体積分率 fが最も早く 15%まで到達した
要素に対して出力したものであるが，切欠き半径 R が
0.25mmから 1.0mmまでは切欠きの底表面の要素で，切
欠き半径Rが2.0mm（切欠き深さd =1.0mm）については
切欠き底表面から 1mm ほど断面内部に入った要素であ
る．また，図－9 の(a)，(b)には，小野ら 22)の実験結果を

プロットしており，延性き裂が切欠きの底表面に顕在化

した時の平均ひずみを示している． 
 SS400のR=0.25やSM570のR=0.25のようにボイド体
積分率がある値から，横ばいもしくは低下している現象

が見られる．これは，着目要素でボイド体積分率が 15%
まで最も早く到達したが，その後，別の要素において，

ボイドが急激に成長し，着目要素におけるボイドの成長

が止まっているからである．また，SM490の切欠き半径
2.0mm では，ボイド体積分率がある値から一定となって
いる．これは，ひずみレベルが極限ひずみを遙かに超え

ており解析が収束しなかったからである．しかし，本解

析では，後述するように，ボイド体積分率が 15%以内の
部分が重要であるので，延性き裂発生条件式を提案する

において問題は特にないと考える． 
図－9によると，鋼材，切欠き半径，切欠き深さに関わ

らず，ほとんど全てのケースでボイド体積分率が 10%か
ら 20%の間で急激に成長していることがわかる．また，
切欠きの半径が小さいと，ボイドが急激に成長する時の

平均ひずみの値が小さくなっている．これは，形状的不

連続部において，ひずみ集中と三軸応力拘束が相互に関

与して延性き裂が発生するからである．そのため，切欠

き半径が小さく，深さが深いほど切欠き底断面にひずみ

が集中し，三軸応力拘束が高くなっているためだと考え

られる．注目すべきは，図－9(a)，(b)の実験結果とボイ

ドの成長の関係で最も早く延性き裂が確認された

R=0.25mm，0.5mmでは，ボイド体積分率が10%付近であ
り，ボイドが急激に成長する点である． 
これらをまとめると，以下のことが言える． 
ⅰ）実験結果で最も早く延性き裂が切欠き底表面に顕

在化したのはボイド体積分率 10%を少し越えた点

である． 
ⅱ）本解析におけるほとんど全てのケースにおいて，

ボイド体積分率が10%から20%の間で急激に成長
している． 

 この 2 点を踏まえ，また延性き裂は比較的に大きなば
らつきを伴った現象であることを考え安全側の見地から，

本解析では Tvergaard28)が提案した限界ボイド体積分率

15%を用いるのではなく，ボイドの体積分率が 10%で延
性き裂が発生すると考える．すなわち，延性き裂が発生

するときのボイドの体積分率の限界値を10%とする． 
 

3.4 き裂底表面型とき裂内部型の境界 

 先にも述べたように切欠きの鋭さによって切欠き底表

面からき裂が生じるものと，最小断面中心部から生じる

ものがある．前節で定めたボイドの体積分率 f=10%で延
性き裂が発生するという条件を用いて，き裂底表面型と

き裂内部型の境界を調べた． 
 図－10はき裂底表面型とき裂内部型の境界を特定する

ために，境界近辺の切欠き半径をパラメトリックに解析

した結果である．横軸は切欠きの深さ，縦軸は切欠きの

半径であり，斜線部内はき裂底表面型となり，それ以外

はき裂内部型となったことを示している．切欠き深さ d
が 1.0mmの場合に比べ，2.0mmでは SS400で 0.8mmも
の違いがでた．また，切欠きの深さの浅い方（d=1.0mm）
が鋼材による影響が表れているが，深い方（d=2.0mm）
は鋼種に依存しない結果となっている． 
前述したように，ボイドの成長を考慮することにより，

き裂底表面型の延性き裂とき裂内部型の延性き裂を捉え

ることができた． 
 

3.5 延性き裂発生条件式 

 これまで切欠き形状，切欠き深さ，鋼種をパラメータ
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として比較を行ってきたが，ここでは，これら全てデー

タから，き裂内部型，き裂底表面型の両方を考慮した延

性き裂発生条件式の提案を試みる． 
 図－11に，すべてのケースについてボイド体積分率が

10%に達したとき，つまり延性き裂が発生したとみなし
たときの応力 3 軸度－相当塑性ひずみの関係を示してい
る．全体的な傾向として，き裂底表面型とき裂内部型で

大きく二分されていることがわかる．き裂底表面型とな

る切欠き半径の鋭いものでは，切欠きの深さに関わらず

応力3軸度が小さく0.4~0.6の範囲内に分布している．ま
た，そのときの相当塑性ひずみは0.7~0.9となり，き裂底
表面型の応力 3 軸度－相当塑性ひずみ関係はある程度密
集している．それに比べき裂内部型である切欠き半径の

鈍いものでは，応力 3 軸度の取る範囲に大きなばらつき
がある．相当塑性ひずみに関しては，き裂底表面型対し

非常に小さく0.3~0.6の範囲内に限られている．非線形最
小二乗法により，以下に示す延性き裂発生条件式を得た． 

    (13) 0.775exp( 1.5 ) 0.422p
eqε τ= − +

図－11の曲線は上式をプロットしたものである． 
 
 
4．グローバルひずみで表される延性破壊ひずみ 

 前節で求めた延性き裂発生条件式は，局所での相当塑

性ひずみと応力 3 軸度の関係式であり，実務設計におい
てそのまま適用されることが難しい．そのため，局所ひ

ずみとグローバルひずみの相関を得る必要がある． 

 本研究でグローバルひずみ gε は，切欠きの影響を極力
小さくするために切欠き部から遠く離れた点での軸ひず

みを用いることとする．しかし，前節まで用いてきた解

析モデル（長さ15mm×半径8mm）では，切欠き半径が
大きくなると，かなり離れた点でもグローバルひずみ－

相当塑性ひずみ関係の相関性が良くない．そこで，解析

モデルをより長くして，グローバルひずみと相当塑性ひ

ずみの相関を導く必要がある．なお，前節で求めた延性

き裂発生条件式においては，応力 3 軸度，相当塑性ひず
み共に局所的に着目し導いたものであり，鋼材の長さに

よる影響は受けないことが確認できている．すなわち，

延性き裂発生条件式に及ぼす寸法の影響はないと思われ

る．このことから，グローバルひずみと相当塑性ひずみ

の関係を明らかにするために，長さ60mm×半径8mmの
解析モデルを用い，60mm 離れた点での軸ひずみをグロ
ーバルひずみとする． 
図－12に，例としてSM490材の切欠き半径0.25mmか

1 2 3
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1

εp eq

d=1.0,SS400
d=1.0,SM490
d=1.0,SM570
d=2.0,SS400
d=2.0,SM490
d=2.0,SM570

（b）SM490
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提案式(17)

SM490

L=60

 
図－12 グローバルひずみ－相当塑性ひずみ関係 

(14) 

図－11 延性き裂発生条件 

  （a）グローバルひずみ－相当塑性ひずみ関係    （b）延性き裂発生条件式 

1 2
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3
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SM490
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0

0.5
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図－13 延性き裂発生ひずみの推定（き裂底表面型の場合） 
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ら2.0mmまでの各ケースについて，グローバルひずみ gε
－相当塑性ひずみ p

eqε の関係を示している．ここでは，グ
ローバルひずみ－相当塑性ひずみ関係を示す近似式を非

線形最小二乗法により近似式を求め，以下に示す． 

  

2

2

2

252
125
76.1

p
eq g
p

eq g
p

eq g

ε ε
ε ε
ε ε

⎧ =
⎪ =⎨
⎪ =⎩

     (14) 
for
for
for

400
490
570

SS
SM
SM

表－3 材料レベルにおける延性き裂発生限界ひずみの領域 

鋼材 き裂底表面型 き裂内部型 

SS400 0.054 ~ 0.058 0.039 ~ 0.044 
SM490 0.077 ~ 0.083 0.056 ~ 0.064 
SM570 0.098 ~ 0.107 0.072 ~ 0.083 

 

 一方，耐震解析でよく用いられるはり要素を用いたフ

ァイバーモデルによる解析の場合は，軸ひずみしか得ら

れなく，相当塑性ひずみや応力 3 軸度－相当塑性ひずみ
関係を算出することができない．そのため，前節で得ら

れた延性き裂発生条件式より，軸ひずみ（グローバルひ

ずみ）で表された延性き裂発生の限界ひずみを求める必

要がある．ここでは，SM490を例にして図－13のように，
まず，その範囲を求めることにした．図－13の(a)は式(14)
で示されるグローバルひずみ－相当塑性ひずみ関係で，

(b)は延性き裂発生条件式(13)に延性き裂発生時の応力 3
軸度，相当塑性ひずみをプロットしたものである． 

 前述したように，延性き裂が発生した相当塑性ひずみ

領域はき裂底表面型でおおよそ 0.7~0.9，き裂内部型でお
およそ0.35~0.55と範囲が限られている．そこで，この領
域を(a)にシフトし，それにより延性き裂が発生するグロ
ーバルひずみの範囲が求められる．この延性き裂発生時

のグローバルひずみの領域が延性き裂発生限界ひずみの

領域になる． 
 各鋼材において，表－3に示した範囲内が延性き裂発生

限界ひずみ領域となる．例えば，設計においては下限値

を取り，き裂底表面型では，  

  
5.4%
7.7%
9.8%

g

g

g

ε
ε
ε

≤
≤
≤

    (15) 
for
for
for

400
490
570

SS
SM
SM

となる．この結果によれば，SS400 の場合，ファイバー
モデルを用いた解析において軸ひずみが5.4%（47.4 yε ）
に達したとき延性き裂が発生すると判断される． 
 
 
5．結言 

 
 本研究は脆性破壊の第一段階に相当する延性き裂の発

生に着目し，延性き裂の発生状況を把握するため，解析

モデルとして切欠きを有する丸棒形棒部材を用い延性き

裂の発生をシミュレーションした．その際，大ひずみ領

域における断面欠損を表す手法としてボイドを導入した．

ボイドの体積分率から延性き裂発生の破壊基準を決定し，

延性き裂発生条件式を提案した．さらに，局所ひずみと

グローバルひずみの相関を示し，延性き裂発生の限界ひ

ずみを求めた．本研究で得られた主な結論をまとめると

以下のようである． 
1. ボイドの成長を考慮することにより，き裂底表面型

の延性き裂とき裂内部型の延性き裂を捉えること

ができた． 
2. き裂底表面型とき裂内部型の境界は，切欠き形状と

切欠き深さの両方によって変わってくる． 

3. 既往の実験結果と比較することで，延性き裂発生の

判定条件をボイドの体積分率 と定めた．  10%f =
4. 延性き裂発生の判定条件から延性き裂発生条件式

を提案した． 
5. グローバルひずみ－相当塑性ひずみの相関により，

ファイバーモデルを用いる解析を実施する場合の

延性き裂発生の限界ひずみを求めた． 

 本研究は，局部座屈の照査と延性破壊の照査を同時に

行う統一的な耐震設計法の開発を目指したものの第一歩

であり，今後の課題として以下のことが挙げられる．1) 

構造レベルで扱えるものにするため，素材レベルと構造

レベルの相関を検証する必要がある．例えば，基部や隅

角部の特性を考慮したディテール係数を考慮する．2) 本
研究で提案する方法の妥当性を実験的に検証する必要が

ある．これらについての検討を現在行っており，その結

果を別途報告したい． 
 
謝辞：本研究の一部は，平成16年度科学研究費補助金 基
盤研究(C）（課題番号：16560410）（代表：葛 漢彬）の
研究助成金を用いて実施した．ここに記して，感謝の意
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FUNDAMENTAL STUDY ON DUCTILE CRACK INITIATION CONDITION IN STRUCTURAL 
STEELS CONSIDERING MICRO-VOID GROWTH 

  

Hanbin GE , Makio KAWAHITO, and Masatoshi OHASHI 
 

This paper aims to propose a criterion in terms of equivalent plastic strain or axial strain against ductile crack initiation for 
steel structures. For this purpose, tension test on round steel bars is simulated by finite element method and strain progression 
during the necking process until ductile crack initiation is investigated. Due to very large strain involved in this simulation, the 
common used constitutive model for structural steels is modified, and the Gurson’s microvoid model is employed to consider 
the material deterioration. As a result, a prediction criterion for structural steels is put forward in terms of stress and equivalent 
plastic strain. Moreover, a relation between local strain and global strain is obtained and limits of the global strain are proposed 
to evaluate ductile crack initiation for fiber analysis of steel structures in seismic design..
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